
別紙１

３．重要な会計方針の変更

計算書類に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　・建物並び器具及び備品－定額法

（２）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金－茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度のかけ金額を退職給付資産としてこれと

　　　同額の退職給付引当金を計上した。

　　・賞与引当金　　－賞与引当金は給与規定に基づき支給対象月基準により計上した。

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　独立行政福祉医療機構の実施する社会福祉施設等退職手当共済制度に加入している。

・民間退職共済制度

　茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

　　　・社会福祉事業のみのため作成していない。

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　　　・公益事業に実施していないため作成していない。

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　　　・収益事業を実施していないため作成していない。

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

      ・はーとふるビレッジ拠点区分

        「施設入所」　「短期入所」　「生活介護」　「就労継続支援B型」　「就労移行支援」

　　　　「日中一時支援」　「グループホーム」　「相談支援」　「就労定着支援」

　　　・大雅荘拠点区分

　　　　「法人本部」「施設入所支援」「短期入所」「生活介護」「日中一時支援」「相談支援」

６．基本財産の増減の内容及び金額



前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

7,668,500 0 0 7,668,500

619,107,342 3,630,000 49,520,948 573,216,394

1,000,000 0 0 1,000,000

627,775,842 3,630,000 49,520,948 581,884,894

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,394,581,719 821,365,325 573,216,394

1,394,581,719 821,365,325 573,216,394

16,497,996 10,981,317 5,516,679

95,490,904 64,836,866 30,654,038

49,376,496 41,328,322 8,048,174

91,721,830 82,285,438 9,436,392

7,284,240 0 7,284,240

260,371,466 199,431,943 60,939,523

1,654,953,185 1,020,797,268 634,155,917

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

112,785,483 0 112,785,483

471,558 0 471,558

2,465,964 0 2,465,964

115,723,005 0 115,723,005

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

土地

建物

定期預金

合　　計

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

小　　計

（単位：円）

基本財産

建物

小　　計

その他の固定資産

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

その他の固定資産

１２．関連当事者との取引の内容

合　　計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金

未収金

未収補助金

合　　計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

該当なし



１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし



別紙２

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

372,766,412 3,630,000 26,838,127 349,558,285

372,766,412 3,630,000 26,838,127 349,558,285

（２）引当金の計上基準

計算書類に対する注記（はーとふる・ビレッジ拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　・建物並び器具及び備品－定額法

　当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　　・退職給付引当金－茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度のかけ金額を退職給付資産としてこれと

　　　同額の退職給付引当金を計上した。

　　・賞与引当金　　－賞与引当金は給与規定に基づき支給対象月基準により計上した。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　独立行政福祉医療機構の実施する社会福祉施設等退職手当共済制度に加入している。

・民間退職共済制度

　茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

合　　計

（１）はーとふるビレッジ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

・はーとふるビレッジ拠点区分

        「施設入所」　「短期入所」　「生活介護」　「就労継続支援B型」　「就労移行支援」

　　　　「日中一時支援」　「グループホーム」　「相談支援」　「就労定着支援」

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

建物

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

705,056,051 355,497,766 349,558,285

705,056,051 355,497,766 349,558,285

5,686,096 3,483,354 2,202,742

42,528,300 25,671,802 16,856,498

28,755,676 22,923,596 5,832,080

25,372,365 22,580,706 2,791,659

3,519,200 0 3,519,200

105,861,637 74,659,458 31,202,179

810,917,688 430,157,224 380,760,464

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

46,918,996 0 46,918,996

216,550 0 216,550

975,680 0 975,680

48,111,226 0 48,111,226

その他の固定資産

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物

小　　計

事業未収金

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

その他の固定資産

小　　計

合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

未収金

未収補助金

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象



別紙２

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

7,668,500 0 0 7,668,500

246,340,930 0 22,682,821 223,658,109

1,000,000 0 0 1,000,000

255,009,430 0 22,682,821 232,326,609

（２）引当金の計上基準

計算書類に対する注記（大雅荘拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　・建物並び器具及び備品－定額法

　当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　　・退職給付引当金－茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度のかけ金額を退職給付資産としてこれと

　　　同額の退職給付引当金を計上した。

　　・賞与引当金　　－賞与引当金は給与規定に基づき支給対象月基準により計上した。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　独立行政福祉医療機構の実施する社会福祉施設等退職手当共済制度に加入している。

・民間退職共済制度

　茨城県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

定期預金

（１）大雅荘拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

　　・大雅荘拠点区分

　　　「法人本部」「施設入所支援」「短期入所」「生活介護」「日中一時支援」「相談支援」

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

土地

建物

合　　計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

689,525,668 465,867,559 223,658,109

689,525,668 465,867,559 223,658,109

10,811,900 7,497,963 3,313,937

52,962,604 39,165,064 13,797,540

20,620,820 18,404,726 2,216,094

66,349,465 59,704,732 6,644,733

3,765,040 0 3,765,040

154,509,829 124,772,485 29,737,344

844,035,497 590,640,044 253,395,453

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

65,866,487 0 65,866,487

255,008 0 255,008

1,490,284 0 1,490,284

67,611,779 0 67,611,779

小　　計

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物

その他の固定資産

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

その他の固定資産

小　　計

合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

事業未収金

未収金

未収補助金

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし


